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線形物品税,非 線形所得税体系の最適性

宮 川 敏 治

本稿では,「社会的厚生を最大にする税体系を求める」という問題設定において,

分析の出発点として税体系を線形物品税と非線形所得税に限定することの理論的根

拠を与える。具体的には,各 消費者の選好や賃金獲得能力は私的情報であり,計 画

者もしくは政府はその分布 しか知ることができないという情報上の制約が存在する

状況では,線 形物品税と非線形所得税が競争均衡を通 じて実現できる資源配分の集

合と誘因両立的メカニズムの計画者が実現できる資源配分が等しいことを証明する。

キー ワー ド 最適 課税 論,メ カニ ズムデ ザ イ ン,線 形物 品税,非 線 形所得 税

1は じ め に

最適課税論では,市 場経済の下で社会的厚生 を最大 にする税体系を求めるという問題を設

定 して,そ の租税体系が もつ性質の考察が行われている。さて,そ の最適課税論で考察され

ている税体系は,最 も一般的なものであって も,非 線形所得税 と各消費財 に異なる線形の税

率 を許す物品税が共存する税体系である。DiamondandMirrlees(1971)に 始 まる最適物品

税論では,各 消費財に線形の税率を課する物品税体系が考察され,Mirrlees(1971)に 始 まる

最適所得税論では,(労 働)所 得を課税べ一スとした非線形の所得税体系が考察 されている。

非線形所得税 と線形物品税の両方を同時に扱った もの としてAtkinsonandStiglitz(1976),

Saez(2002)が 挙 げられる。これ らの課税 はすべて,生 産者が直面する価格 と消費者が直面す

る価格 を乖離 させ るために,生 産者価格 と消費者価格が同一であることを通 じた限界変形率

と限界代替率の一致 というパ レー ト効率的な資源配分が満たす条件の成立 を不可能にする。

その結果,社 会的厚生を最大化する際に,効 率 と公正の トレー ド・オフが発生することにな

る。

一方 ,純 粋に理論的な見地に立てば,最 適課税論で考察されている税体系よワも優れた税

体系が存在する。それは,「厚生経済学の第二定理」が教える定額税体系(lump・sumtaxsys・

tem)で ある。厚生経済学の第二定理 とは,「選好 と生産技術の凸性が満たされ る状況では,

任意のパ レー ト効率的な資源配分は,適 当な初期賦存量の再分配を通 じて競争均衡 によって

達成す ることができる」 というものであ り,こ の 「適当な初期賦存量の再分配」が定額税体

系 に対応する。定額税体系は,パ レー トの意味での効率性を損なうことなく,公 正の問題に
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対応 した資源配分を選択することができる税体系である。

では,「社会的厚生を最大 にする税体系を求める」という問題設定において,分 析の出発点

として税体系 を非線形所得税 と線形物品税 に限定することはどの ような根拠をもつのであろ

うか。この問いに対 して,純 粋 に理論的な観点か ら,最 適課税論において非線形所得税 と線

形物品税から分析 を始める根拠 を提示することが本稿の目的である。その根拠とは,情 報上

の制約の存在である。つまり,各 消費者の選好や賃金獲得能力は,そ の消費者のみが知 りう

る私的情報であ り,計 画者 もしくは政府はその分布 しか知 ることがで きないという情報上の

制約が存在す る状況では,非 線形所得税 と線形物品税の組合わせの中から社会的厚生を最大

にする税体系 を考察することは,実 現可能な税体系の中から最 も望ましい税体系を考察 して

いることになることを示す。具体的には,上 記の情報制約が存在する状況では,線 形物品税

と非線形所得税によって達成 される資源配分 よりも優れた配分 を実現する政策手段は存在 し

ないことを証明する。

この事実を証明 しようという問題意識に基づいた研究は既にい くつか存在 している。まず,

Hammond(1979,1987),ChampsaurandLaroque(1981) ,Roberts(1984),Mas・Colel1(1985),

Makowski,OstroyandSegal(1999)は,生 産の存在 しない純粋交換経済の設定で上記の情

報制約が存在するならば,定 額税による再分配が分権的な市場機構では達成不可能であるこ

とを誘 因 両 立 的 メ カニ ズ ム(incentivec。mp。tibl。mech。ni、m)の 考 察 を通 じて示 し君.さ

らに,DierkerandHaller(1990),Guesnerie(1995)は 情報制約の存在 する状況で,誘 因両立

的な資源配分メカニズムを設計する計画者が実現可能な資源配分の集合 と線形課税,非 線形

課税を設計する政府が実現できるそれとが同一であることを示 した。

前者の諸研究は純粋交換経済 を想定 してお り,最 適課税論で取 り扱われている生産 を含ん

だモデル とは少 し距離がある。一方,後 者の諸研究は生産が含 まれたモデル を考察 している

が,最 適課税論で考察されているモデル よりもかなり一般的な設定で分析が行われている。

本稿では,実 際に最適課税論で用い られているモデルの中で最 も一般的な状況 を考察 してい

るAtkinsonandStiglitz(1976)の1生 産要素(労 働),n消 費財モデル を設定 し,Dierker

andHallerとGuesnerieと 同様の推論にしたがって線形物品税 と非線形所得税が競争均衡

を通 じて実現できる資源配分の集合 とメカニズムの計画者が実現できる資源配分が等 しいこ

とを証明する。これは,情 報制約が存在する下で社会的厚生の意味で望 ましい税体系 を選択

するという場合,最 適課税論が行っているように線形物品税 と非線形所得税のみを考察対象

にするということに理論的根拠 を与えるものである。 また,本 稿 は,DierkerandHaller

(1990),Guesnerie(1995)の 内容 をより簡明なかたちで紹介することも意図 している。
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2モ デ ル

こ こ で は,AtkinsonandStiglitz(1976)で 想 定 さ れ て い るn消 費 財 と余 暇 が 存 在 す る経

済 を考 え る。以 下 の 設 定 は,Mirrlees(1971)に よ る最 適 所 得 税 論 で の 余暇 と1消 費 財 の モ デ

ル のn消 費 財 モ デ ル へ の拡 張 と解 釈 で き る もの で あ る。 第0財 を 余暇,第1財 か ら第n財 ま

で を消 費 財 とす る。 さ らに,す べ て の 消 費 者 に つ い て 第1財 か ら第n財 の 初期 賦 存 量 は ゼ ロ

で,余 暇 時 間 の 賦 存 量 はL>0で あ る とす る。余 暇 を1と 表 せ ば,L-1は 労 働 供 給 を表 す こ と
　　　

に な る。ま た,第 ブ財 の 消 費 は κ」と表 す。こ の表 記 法 を使 え ば,各 消 費 者 の 消 費 集合 は,X=

　　　

{(1,Xl,…,κn)∈Re+1「1∈[0,L]}と 定 義 さ れ る。 以 下 で は,記 号 の 簡 単 化 の た め に,x=

(Xl,…,Xn)と 表 す こ とに す る。

各 消 費 者 は,所 得 獲 得 能 力(労 働1単 位 あ た りの 賃 金 率)と 選 好 の 違 い に よ って 特 徴 づ け

ら れ る とす る。 消 費 者 の 所 得 獲 得 能 力 の 集 合 を θ 曹{θ ∈R+Le≦ θ≦∂},た だ し,ρ>0,

bくo◎,と 定 義 す る。各 消 費者 の 選 好 は 消 費 集 合Xか らRへ の 関 数,い わ ゆ る効 用 関 数 に よ

っ て表 され る とす る。 こ こで は特 に,θ ∈θ の 能 力 の 消 費 者 が,例 え ば,(1,x)∈Xの 余 暇 と

消 費 の 組 み 合 わ せ を選 択 した な らば,そ の 効 用 水 準 はu(1,x,θ)∈Rで 表 す こ とにす る。 す

な わ ち,同 じ所 得 獲 得 能 力 を もつ 消 費者 は同 じ選 好 を もつ と仮 定 す る。

(θ,9,μ)を こ の経 済 の 消 費 者 の 能 力 につ い て の 測 度 空 間 とす る。 だ た し,2は θ の σ一

加 法 族(σ 一algebra)で あ り,μ は ア トム レス(atomless)な 確 率 測度 で あ る。確 率 測 度 に 関

して 次 の 仮 定 を お く。

仮 定1.測 度 μ の サ ポ ー トが θ 自身 で あ る。

さ らに,消 費 者 の効 用 関 数 に つ い て は次 の 仮 定 を お く。

仮 定2.(i)任 意 の(1,x)∈Xに 対 して,u(1,x,θ)は θに 関 して可 積 分 で あ る。(ii)任 意 の

θ∈θ に対 して,u(1,x,θ)はX上 で,連 続,増 加 的,準 凹,Xの 内点 で狭 義 準 凹,狭 義 単調

増 加,2回 連 続 微 分 可 能 関 数 で あ る。

この 経 済 の 生 産 技 術 につ い て は,消 費 者 か ら供 給 さ れ る労 働 を 唯一 の生 産 要 素 と して 各 消

費 財 が 生 産 され る とす る。 この生 産 技 術 につ い て は規 模 に関 す る収 穫 一 定 を仮 定 す る。 す な

わ ち,各 消 費 財 が 固 定係 数 に した が っ て労 働 投 入 に よっ て 生 産 さ れ る とす る。 具 体 的 に は,

固 定 係 数 を(p、,…,Pn)と し,総 労働y。 と各 財 の 生 産yi,…,Ynの 間 に は,

PIツ1+P2y2+…+P。yn≦y。(1)

の 関係 が 成 立 す る とす る。

こ こで は,余 暇,ま た は,労 働,お よび,各 消 費 財 の取 引 につ い て 次 の よう な制 約 をお く。

ま ず,各 消 費 財1,…,nは,消 費 者 と生 産 者 の 間,お よび,消 費 者 間 で 自由 に取 引 が 可 能 で あ

る とす る。 つ ま り,あ る消 費 者 が 大 量 に 消 費 財 を生 産 者 か ら購 入 し,他 の 消 費 者 に再 販 す る



66 第188巻 第5号

ことを許す。一方,余 暇,ま たは,労 働については,生 産者 と消費者の間でのみ取引が可能

であ り,消 費者間で取引することはできない と仮定する。この仮定は,現 実の消費財の性質,

および,労 働の性質を考えればそれほど的外れな仮定ではないであろう。また,最 適課税論

のモデルでは暗黙にこの仮定が採用されている。

最後に,こ の経済における情報上の制約について触れておこう。各消費者の特性を表す

θは,そ れをもつ消費者のみが知ることができる消費者の私的情報(privateinformation)で

あ り,他 の消費者,お よび,政 府は,θ の経済全体での分布,つ まり,μ しか知ることがで き

ないとする。賃金率 θの消費者が(L-1)の 労働 を供給 した場合,そ の所得はθ(L-1)と な

るが,他 の消費者および政府は,θ とL-1の それぞれの値を知 ることができず,所 得 θ(L-

1)し か観測で きない。一方,消 費財については,そ の価格,お よび,取 引量は観測可能であ

ると仮定する。

さて,効 用関数 を余暇と消費に関する関数 と定義 したが,以 下の考察においては所得と消

費の関数として表現 してお く方が便利である。賃金率が θ,労働供給がL-1な らば,所 得が

θ(L-1)と なることを考慮 して,効 用関数を次の ように再定義 してお く。すなわち,σ(1,x,

θ)哩頭L-1/θ,x,θ)=u(1,x,θ),た だ し,1哩 θ(L-1)と 定義する。以下では,消 費者の

効用関数として所得 と効用の関数である効用関数を用いて分析 を進めていく。

3誘 因両立メカニズムの設計

まず,あ る計画者 を想定 し,そ の計画者が各消費者の特性 θがμにしたがって分布 してい

ることは知っているが,そ の特性のプロファイルは知 らない下で,制 度を設計するという状

況を次の消費者 と計画者の間の2段 階ゲームで表現 しよう。

StepA:各 消費者(θ ∈θ)が メッセージ空間(戦 略空間)M(θ)の 中か らメッセージm(θ)

を計画者に伝達す る。計画者はすべての消費者か らのメッセージの組m=(m(θ))e.θ に基づ

き,す べての消費者に対 して所得 と消費の組(配 分)を 助言する。ただ し,こ の所得 と消費

の組は,生 産可能性フロンティアに属するものが計画者によって選択 されているとする。さ

らに,消 費者 は,計 画者が助言する所得 と消費の組 を選択す ることが前提 とされる。この意

味で,計 画者の助言は拘束力をもつことが仮定 されている。

StepB:StepAで の配分(所 得 と消費の組)の 下で,消 費者間で消費財の交換を行 う。この

段階ゲームの結果は,StepAで 与えられた配分を初期賦存量 とした消費財の純粋交換経済で

の競争均衡によって与えられる。

StepBは,消 費財が消費者間で自由に交換可能であることから導かれる自然なゲームであ

る。StepAで は,消 費者 も計画者 もStepBの 結果 については完全予見であると仮定す る。
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上 記 の2段 階 ゲ ー ム で,消 費者 の メ ッセ ー ジの 組 に対 して所 得 と消 費 の組 いわ ゆ る 配分,

を与 え る 可積 分 写 像 乃 と メ ッセ ー ジ空 間((M(θ))θ.θ)の こ と を一 般 に 「メ カ ニ ズム 」 と呼

び,計 画 者 が 設 計 す る 制 度 を抽 象 的 に表 現 して い る もの と され る。 ま た,メ ッ セ ー ジ集 合

〃(θ)は 任 意 で あ り,か つ,乃 は メ ッセ ー ジか ら配 分 へ の 単 な る写 像 で あれ ば よ い の で,こ の

メ カ ニ ズ ム は 計 画 者 が 設 定 で きる あ りと あ らゆ る制 度 を表 現 して い る と解 釈 され る。 した が

って,上 記 の2段 階 ゲ ー ム で さ ま ざ まな メ カ ニ ズ ム に対 応 して得 られ るペ イ ジア ン ・ナ ッシ

ュ均 衡 で実 現 され る配 分 の 集 合 が,計 画 者 に よ っ て 実現 可 能 な配 分 の 集 合 を表 す こ と にな る。

この よ う な ゲ ー ム 形 式 で計 画 者 の 制 度 設 計 を表 現 す る分 析 は,Hurwicz(1973),Myerson

(1979)に よ っ て始 め られ,「 メ カ ニ ズ ム ・デ ザ イ ン」 と呼 ば れ て い る。

さて,本 稿 で は,上 記 のStepA,Bか らな る2段 階 ゲ ー ム で 実 現 され る資 源 配 分 の 集 合 と

所 得 税 と物 品 税 に よ っ て競 争 市 場 の 下 で 達 成 され る資 源 配分 の 集 合 を比較 す る。 しか しな が

ら,StepA,Bの2段 階 ゲ ー ム で 実 現 され る資 源 配 分 の 集 合 は,Myerson(1979,1985)の 顕

示 原 理(revelationprinciple)に よ り,メ カ ニ ズ ム の メ ッセ ー ジ集 合M(θ)を 消 費 者 の特 性

の 集 合 θ に 限 定 した 以 下 に示 すStepA',B'の2段 階 ゲ ー ム を設 定 し,θ ∈θ の消 費者 が そ

の 真 の 特 性 θを報 告 す る戦 略 が ベ イ ジ ア ン ・ナ ッシ ュ均 衡 と な る よ うな メ カニ ズ ム に よっ て

実 現 され る。 つ ま り,次 のStepA',B'か らな る2段 階 ゲ ー ム を考 え,真 の 特 性 の報 告 が 各

消 費 者 に とっ て均 衡 戦 略 とな るメ カ ニ ズ ム に限 定 して も一般 性 を 失 わ な い こ とに な る。

StepA':各 消 費 者 が,能 力 の 集 合 θ の 中 か ら あ る 能 力 水 準 ク を計 画 者 に報 告 す る。計 画 者

は す べ て の 消 費 者 か ら報 告 され た 能 力水 準 の組 合 わせ に基 づ き各 消 費 者 に所 得 と消 費 の 組

(配 分)を 割 当 て る。 この 配分 は生 産 可 能性 集 合 の フ ロ ンテ ィア に属 す る とす る。

StepB':StepBと 同 じゲ ー ム を行 う。

この よ うな メ ッセ ー ジ空 間 を各 経 済 主 体 の 特 性 そ の もの に限 定 した メ カ ニ ズ ム は 「直接 メ

カ ニ ズ ム(directmechanism)」 と呼 ば れ,さ らに,真 の特 性 を報 告 す る こ とが 均 衡 戦 略 とな

る よ う な メ カ ニ ズ ム は 「誘 因 両 立 的 な 直接 メ カ ニ ズ ム」 と呼 ばれ る。

こ こ で,StepA'の θ∈θ の 消 費 者 の所 得 と消 費 の 組 を与 え る 直接 メ カ ニ ズ ム をne.eθ=

θ ×θ ×… か ら[0,θL]×Rnへ の 写 像FA(・,θ)=(1A(・,θ),fA(・,θ))で 与 え る。 そ し

て,θ ∈θ の 消 費 者 の 報 告 を ∂,そ れ 以 外 の 消 費 者 の 報 告 を ∂一θとす れ ば,そ の と きの 特 性

バ 　

θの 消 費者 に割 当 て られ る所 得 と消 費 の 組 は,.酬(θ,θ.θ,θ)と 表 され る。

さ て,こ こで は こ の 直接 メ カ ニ ズ ム に 対 して,「 匿 名 性(anonymity)」 の 制 約 を課 す こ と に

す る。 まず 第1に,FAは 報 告 され た特 性 の み に依 存 して,真 の特 性 θ自体 に は依 存 しな い と

す る。 こ の こ と は,こ こで は それ ぞ れ が もつ 能 力 水 準 に よ っ て制 度 が 実 現 す る結 果 が影 響 を

受 け な い こ と を表 して い るが,別 の表 現 をす れ ば,こ れ は制 度 が 消 費 者 の 名 前 や 肌 の 色 な ど

に依 存 しな い こ とを意 味 して お り,妥 当な 制 約 で あ ろ う。 ま た,第2に,上 記 の表 現 で は,
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FAは ∂.θのプロファイルに依存するかたちになっているが,こ こでは,戸 はプロファイル
^2

自体 に依 存 す るの で は な く θ.eの(確 率)分 布 の み に依 存 す る とす る。 この2つ の 性 質 を満

た す メ カ ニ ズ ム の こ と を 「匿 名 性 を もつ メ カ ニ ズ ム 」 と呼 ぶ こ と にす る。 この 匿 名 性 を もつ

メ カ ニ ズ ム で あ れ ば,報 告 され た特 性 を消 費 者 間 で 置 換 した と して も,実 現 され る所 得 と消

費 の 組 は,置 換 前 の所 得 と消 費 の組 を単 に竃 換 した もの とな る。

さ ら に,こ こ で は真 の 特 性 を報 告 す るメ カ ニ ズ ム の み に注 目す るの で,均 衡 に お い て 現 れ

る θ一θの 分 布 が こ の経 済 で の能 力 の分 布 μ とな る。 この 能 力 分 布 μ はす べ ての 経 済 主体 の 間

で 共 通 知 識 と仮 定 した の で,メ カニ ズ ム は 明 示 的 に は 分 布 μ に依 存 しな い か た ち で表 現 す る

こ と にす る。した が って,Step、4*の 直 接 メ カ ニ ズ ム は 写 像FA:θ →[0,θL]×R",つ ま り,

FA(e)=(1A(の,fA(θ))∈[0,θLコ ×Rnと 表 す こ と にす る。 ただ し,IA(θ),fA(θ)は それ

ぞ れ,StepA*に お い て θの 報 告 を行 っ た消 費 者 に対 して 割 り当 て られ る所得,消 費 財 を表 し

て い る。

さ らに,StepA*の メ カ ニ ズ ム がFAで あ る と きの,StepB'で の 競 争 均 衡 価 格 の 集 合 を

ffFと す る。 具 体 的 に は,あ る消 費財 価 格 πがStepB零 の競 争 均 衡 価 格 で あ る,す なわ ち,

π∈πアで あ る とは,

(i)任 意 の θ∈ θ に 対 し て,κB(θ 〉が

maxU(IA(θ),fA(θ)十xB,θ)sub.tonxB≦0
潔8

の 解 とな る。

(ii)∫ 。xB(e)dU-・ を 満 た す ・

とい う2つ の条 件 を満 た す 可測 関 数 κB:8→Rnが 存 在 す る こ とを意 味 す る。

次 に,StepA'で 各 消 費 者 が 直面 す る最 大 化 問 題 は,

m4xU(1(θ),fA(θ)+κB,θ)sub.toπtB≦0,π ∈17F
θ

(2)

(3)

と表 す こ とが で きる。 この 最 大 化 問 題 をP(FA,π,θ 〉 と呼 ぶ こ とに す る。 ここ で,FAは,

各 消 費 者 θ∈θ が 真 の 能 力 θを報 告 す る こ とが 最 適 とな る メ カ ニ ズ ム で あ るの で,次 の 条 件

(iii),(iv)が 満 た され て い る。

(iii)任 意 の θ∈θ に対 して,θ=θ が 問題P(FA,π,θ)の 解 とな る π∈IIFが 存 在 す る。

(・・)・ ・∫。ノ凶(・)耐 。・凶(・殿 な る.

こ こで,(iii>は 真 の 能 力 を報 告 す る こ とが最 適 行 動 で あ る こ と を意 味 す る条 件 で あ り,(iv)

は(IA(θ),fA(θ))eEeが 生 産 可 能性 フ ロ ンテ ィ ア に属 す る こ と を意 味 して い る。

以上 の 記 号 法 を用 い れ ば,各 消 費 者 に と っ て真 の特 性(能 力)を 報 告 す るこ とが最 適 と な

るメ カ ニ ズ ムFAの 下 で の2段 階 ゲ ー ム の 結 果 は,(1(θ),x(θ))=(1A(θ),fA(の+xB(θ))

で,FA(θ)=(IA(θ),fA(θ))は(iii)(iv)を 満 た し,か つ,xB(θ)は あ る π∈∬Fに 対 して,

maxU(1A(θ),ノ!且(θ)十xB,e)sub.t◎ π:B≦0
∫8
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の 解 とな る可 測 関 数(1,x):θ →[0,〃 乙]×Rnで 表 され る こ とに な る。

次 の 節 に 入 る前 に,「 匿 名 性 を もつ 誘 因 両 立 的 な 直 接 メ カ ニ ズ ム 」お よび 「匿 名 性 を もつ 誘

因 両 立 的 な顕 示 ゲ ー ム 」 の 形 式 的 な 定 義 を与 え て お こ う。

定 義1(匿 名 性 を もつ 誘 因 両 立 的 な 直接 メ 力 ニ ズ ム).StepA',B*か らな る2段 階 ゲ ー ム の

StepA*が 匿 名 性 を もつ 誘 因 両 立 的 な 直接 メ カ ニ ズ ム で あ る と は,そ の メ カ ニ ズ ム.FAが 上

記 の 条 件(iii),(iv),す な わ ち,

(iii)任 意 の θ∈θ に対 して,∂=θ が 問題P(FA,π,θ)の 解 と な る π∈llFが 存 在 す る。

(・・)か ∫。〆(・)耐 。・凶(・)砒 なる・

を満たすことを意味す る。さらに,匿 名性 をもつ誘因両立的な顕示ゲーム とは上記の誘因両

立的な直接メカニズムで構成されるStepA',B*か らなる2段 階ゲームのことを意味する。

4租 税体系の設計

次に,競 争的な市場経済の下で消費財 に対す る線形物品税,労 働所得に対する非線形所得

税 を設計する政府を考えよう。この場合には,政 府がある租税体系を設定 し,そ の下で各消

費者は効用最大化行動,生 産者は利潤最大化行動をとり,そ れぞれの市場の需要と供給が一

致す るように価格が調整 されるというかたちで資源配分が決定 されることになる。

消費財に対する線形物品税 と労働所得に対す る非線形所得税が存在する下での,消 費者の

予算制約式は,

9擢 σ1・1+…+q。Xn≦1-T(1)(4)

と表 される。ただ し,qiは 第 蛸 費財の消費者価格であり,T(・〉は非線形所得税関数である。

1は 所得であり,θ の消費者が1の 余暇消費をした場合,そ の所得は1=θ(L-1)と なる。

ここで,消 費者 θ∈θの効用最大化問題 は,所 得 と消費財に関する効用関数 を用 いれば,

maxσ(1,x,θ)sub.toqx≦1-T(1)
ノ　ヱ

とな る。こ の 問題 の 解 の 集 合 を1)(q,T,θ)⊂[0,〃L]×Rnと 表 す こ とに す る。こ こ で は,競

争均衡 と両立可能な租税体系,す なわち,そ の租税鉢系に対応する競争均衡が存在す るよう

な租税体系のことを 「許容可能な租税体系」 と呼ぷことにする。具体的には,許 容可能な租

税体系は次の ように定義することがで きる。

定義2(許 容可能な租税体系).許 容可能な租税体系とは,以 下の条件 を満たす組(p,q,T)

のことを意味する。
3

(i)D(q,T,θ)の 可 測 選 択(君(q,T,θ),x'(q,T,θ))∈D(q,T,θ)が 存 在 す る 。

(ii)(1*(q,T,θ),x*(q,T,θ))1ま,

(σ一ρ)∫ 〆(q,T・ θ)dU+∫,T(1*(q・T・ θ))dU・o (5)
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を満たす。ただ し,p∈Rrは 生産者価格であ り,こ こでは生産技術の固定係数に一致する。

さ らに,上 記 の 条 件 を満 た す(1*(q,T,の,x*(q,T,θ))θ 。e)を 許 容 可 能 な 租 税 体 系(q,

T,θ)の 結 果(outcome)と 呼 ぶ こ とに す る。この 許 容 可 能 な 租 税 体 系 に よ る結 果 の 集 合 が,

競 争 市場 の 下 で 租 税 体 系 を用 い て政 府 が 達成 す る こ とが で き る資 源 配 分 の集 合 を表 す こ とに

な る。

上 記 の(i)(ii)を 満 た す 租 税 体 系 が対 応 す る競 争 均 衡 を もつ こ とを確 認 して お こ う。 まず,

(i)は,利 潤 分 配 が存 在 しな け れ ば 各 消 費 者 θ∈3に 関 して(ハ(q,T,θ),x*(q,T,θ))が

予 算 制 約 式qx≦1-T(1)の 下 で の 効 用 最 大 化 の解 とな っ て い る こ と を意 味 す る。す な わ ち,

(君(q,T,θ),x*(q,T,θ))が 消 費 者 の 主 体 均 衡 条 件 を満 たす こ とに な る。こ こで,各 消 費 者

の 効 用 関 数 は狭 義 単 調 増 加 関 数 と仮 定 した の で,qx'(q,T,の=ハ(q,T,θ)-T(1(q ,T,

θ))が 成立 す る。 こ れ をす べ て の消 費 者 につ いて 総 計 す れ ば,

∫。・・*(・ ・…)耐 。・*(・,・,・)・ ・一∫。・(・*(・,・,・))の
(6)

が 得 られ … の 式 ・議 ・(ii)の(・)を 考 慮 すn・ ・'・・∫
。X'(q,・,・)dμ 一∫。・・(q,T,・)d・・

とな る・・ れ は・ρ を生 産 技 術 の 固 定 徽 とみ 繊 σ 〆(q・T・ θ)dp,∫
θ1*(q,T,e)OP)が 生

産可能性フロンティアに属することを意味す る。しかし,この式はρを生産者が直面する生産

者価格 とすれば σ〆(・,・,・)呵 。・*(・,エ・圃 が生産者の禾り潤を最大にする糊 働需

要 と消費財供給の組合わせであることを示 している。 また,生 産技術が規模に関して収穫一

定であるので,利 潤はゼロとなっている。さらに,こ の とき,各 消費財の需要 と供給,お よ

び,労 働の需要 と供給は等 しくなっていることになる。つまり,生 産者の主体均衡条件 も満

たされ,か つ,需 要 と供給の一致が成立することになる。以上の考察によって,(i)(iDを

満たす租税体系にはそれに対応す る競争均衡が存在す ることが確認 されたことになる。

5同 値 定 理

さて,い よいよ本節では誘因両立的なメカニズムを用いて計画者が達成できる資源配分の

集合 と許容可能な租税体系 を用いて政府が達成できる資源配分の集合を比較 しよう。以下の

2つ の定理が示すように,本 稿のような情報制約が存在す る下では,メ カニズムの計画者 と

租税体系の設計者である政府が達成できる資源配分の集合は等 しくなる。誘因両立的なメカ

ニズムを通 じて達成 される資源配分の集合は,情 報制約が存在する下で分権的な制度を通 じ

て達成できるすべての資源配分 を表 していると考えることができるので,こ の定理は線形物

品税 と非線形所得税の組合わせからなる許容可能な租税体系を分析対象 として議論 を始める

ことに理論的根拠を与えることになる。つまり,本 稿のような情報制約が存在する状況では,
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定額税が利用できないと仮定 して線形物品税 と非線形所得税のみを考察の対象 とすることは,

社会的厚生を最大 にする租税体系を求めるという問題設定からはなんら一般性を失わないこ

とになるのである。

では,ま ず最初 に資源配分集合の同値性 を示す前半部分の定理を証明 しよう。

定理1,任 意の線形物品税 と非線形所得税からなる許容可能な租税体系による結果が与えら

れているとする。そのとき,同 じ結果を導 く匿名性 をもつ誘因両立的な直接メカニズム,言

い換えれば,誘 因両立的な顕示ゲームが存在する。

証明 任意の許容可能な租税体系(P,q,T)を 選択する。許容可能な租税体系の定義2よ り,

(a-5)∫ 〆(々,7,e)dU・ ∫。・(1*(q,T,θ))dy-・ を 満 た 一s-D(ゑ2・)の 可 測 選 択(晦

丁,θ),が(δ,T,θ))が 存 在 す る。 こ こ で は,ξ,Tは 固 定 され て い るの で,可 測 選 択(P(q,

T,θ),x*(ず,T,θ))は θ か ら[0,〃L]×Rnへ の 写 像 とみ な す こ とが で き る。

こ こ で,写 像F:θ →[o,朗 ・RnをF・(θ)一 σ(θ),ノ(θ))哩(1・(4,T,e),x・(砿

θ))と 定 義 す る。 このFが 匿 名 性 を もつ 誘 因両 立 的 な 直接 メ カニ ズ ム と な る こ と を示 せ ば,

Pの 定 義 よ り,(1*(q,T,θ),が(ξ,T,θ))が 誘 因 両 立 的 な顕 示 ゲ ー ム の 結果 と して 実 現 さ

れ,定 理 の主 張 が 証 明 で きた こ とに な る。Fが 匿 名性 を もつ 誘 因両 立 的 な直 接 メ カ ニ ズ ム で あ

る こ と を示 す に は,具 体 的 に は,

[i]Fが 可 測,か つ,F(θ)=(7(θ),f(θ))が 生 産 可 能 性 フ ロ ン テ ィア に属 す る こ と,

[ii]4∈uP,つ ま り,ξ がFの 下 で のStepB'で の競 争 均 衡 価 格 と な る こ と,

[iii]各 消 費 者 θ∈θ が 真 の 能 力 を報 告 す る こ とが 問題P(F,ξ,θ)の 最 適 解 とな る こ と,つ

ま り,真 の 能 力 の 報 告 が最 適 戦 略 と な る こ と,

を示 せ ば よ い。

ま ず,[i]か ら証 明 し よ う。Fが 可 測 で あ る こ と は,Fの 定 義 よ り,F・(θ)=(1*(q.T,θ),

κ孝毎,T,θ))で あ り,さ ら に,(1.(q,T,θ),が(ξ,T,θ))が 可 測 で あ る こ と よ り導 か れ る。

一 方
,(P,q,T)は 許 容 可 能 な租 税 体 系 で あ るの で,

(互一5)∫ 。x*(畝 θ)dU・ ∫。T(1*(a・ 至 θ))炉o (7)

が 成 立 して い る。ま た,効 用 関 数 が狭 義 単 調 増 加 的 で あ るの で,任 意 の θ∈θ に対 して,qx*(q,

T,θ)=・1'(q,T,θ)-T(P(ξ,T,θ))と な る。 これ を θに関 して 集 計 す れ ば,

ξ∫〆(乙 至 ・)dμ・∫,・*(a・7,・)・μ一∫。T(・*(a,7・ ・)dU(・)

と な る.(・)と(8)よ 呵 〆(凌,テ,・)dU-∫,・*(ξ,殉 ψ が 得 ら れ る・ ・ れ は σ(・)・

ノ(θ))=(1亭(す,T,θ),X*(ξ,T,θ))が 生 産 可 能 性 フ ロ ンテ ィア に属 す る こ とを意 味 す る。

次 に,[ii]を 証 明 し よ う。 まず,(ハ(ξ,T,θ),x*(ξ,T,θ))は 許 容 可 能 な租 税 体 系 の 結
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果 で あ るの で,こ れ は,問 題

maxσ(1,X,θ)

乙ズ

　 　 　　　 　 　 　

sub・to(Lx)∈B(q,T):{(1,x)∈ 【O,eL]×1～nlqx≦1-T(1)},

(1,x)∈ 【0,θ乙】×Rn

(9)

の 解 で あ る。Fの 定 義 よ り,F(θ)が 上 の 問 題 の 解 と い うこ とに な る。

さ て,こ こ でStepA*で の 直接 メ カ ニ ズ ム がFで,か つ,StepB"で の 競 争 均 衡 価 格 が

q∈17Fの と きの,StepB"の 消 費 者 θ∈θ の 直面 す る問 題 は

maxU(1,x,θ)sub.to1=7(θ),x=7(θ)十xB,qxB≦0(10)
ズむ

と表 現 さ れ る。P(q)些f{(1,。)「qx≦0,1=0}と 定 義 す れ ば,こ の 問 題 の 制 約 はF(θ)+r(の

と表 す こ とが で き る。

実 は,B(q,T)∩{[0,eL]×Rn}とF(θ)+r(ξ)の 間 に は,F(θ)+r(ξ)⊂B(ξ,T)∩

{[0,eL]×Rn}と い う包 含 関 係 が 成 立 す る。 この 関 係 が 成 立 す れ ば,F(θ)は 問 題(9)の 解

で あ るの で,問 題(10)の 解 で も あ る こ とに な り,ξ の 下 でStepB"で 消 費 財 の 取 引 を行 わ な

い と い う均 衡 の存 在,つ ま り,ξ ∈解 が 示 され た こ と に な る。 したが っ て ,上 の 包 含 関 係 を

証 明 しよ う。

まず,(1,x)∈F(θ)+r(q)と す る。す る と,1=i(θ),か つ,x=ア(θ)+iBと な る よ う な

・(0
,κ一B)∈r(の が存 在 す る。さ らに,rの 定 義 よ り,1=7(θ),x=ノ(θ)+炉,坂8≦0と な る。

こ の(1,x)がB(ξ,T)に 入 る こ と を示 す に は,φ ≦1-T(1)が 成 立 す る こ とを示 せ ぱ よ い
。

とこ ろ が,

乙・一{1一ゲ(1))一 ξ(f(θ)+三8)-a(θ)一 テ(i(θ)))-(ll)

で あ り,(7(θ),f(θ))は 許 容 可 能 な租 税 体 系 の 結 果 な の で,互 ア(θ)一(7(θ)-T(7(θ)))≦0

と な り,さ らに,所 β≦0で あ る。 した が っ て,上 の(11>は 非 正 の 値 を と る。 こ れ よ り,φ ≦

1-T(1)と な り,(1,x)∈B(ξ,T)∩{[0,θL]×Rn}と な る。

最 後 に,[iii〕 を証 明 し よ う。 まず,c戸 哩Uθ..F(θ)と 定 義 す る。 「各 消 費 者 が 真 の特 性 を

報 告 す る こ とが 問 題P(F,4,の の 解 とな る」 とい う こ と は,こ れ まで に導 入 した表 記 法 を用

い れ ば,

(a)各 消 費 者 θ∈θ に っ い て,∂ ニ θが,問 題

mRxσ(1・x・ θ)sub・t・(1,x)∈{cF+r④}∩{[o,eL1×R"}(12)
　

の 解 で あ る と い う こ と で あ る。 と こ ろ が,こ の(a)は,

(b)F(θ)が,問 題

鵯 ・U(1・x・ θ)・・b・t・(1・x)∈{cF+r④}n{[O,eL】 ・Rn}(13)

の 解 で あ る,
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とい うこ と と同 値 で あ る。なぜ な ら,(a)の よう に 問題(12)の 解 が ∂=θ な らば,2段 階 ゲ ー ム

のStepA"に お い て 消 費 者 θにF(θ)が 与 え られ る こ とに な る。 この と き[ii]で 考 察 した

よ う に,q∈flFの 下 で は,StepB*で 消 費 財 の 交 換 を行 わ な い こ とが 均 衡 とな る。 した が っ

て,xB=eで あ る。つ ま り,(b)の 問 題(13)に お いて 解 がF(θ)で あ る こ と を意 味 す る。逆 に,

(b)の よ う に 問 題(13)の 解 がF(θ)な らば,xB=0と な る。 これ は,(a)の 問題(12)の 解 が θ=

θで あ る こ とを 意味 す る。 した が っ て,[iii]を 証 明 す る には,(b)が 成 立 す るこ と を示 せ ば よ

い。

こ こ で,[ii]で 行 った 手 続 き と同様 の 手 続 き を とれ ば,CF+r(ケ)∩{[o,θL]×Rn}⊂B

@,T)∩{[0,θL]×Rn}が 証 明 で きて,(b)が 成 立 す る。口

次 に同 値 定 理 の後 半 部 分,す な わ ち,定 理1の 逆 を証 明 しよ う。

定 理2.任 意 の 匿 名 性 を もつ 誘 因 両 立 的 な 顕 示 ゲ ー ム の 結果 が 与 え られ て い る とす る。 そ の

と き,同 じ結 果 を 実 現 す る許 容 可 能 な租 税 体 系 が 存 在 す る。

証 明 任 意 の 匿 名 性 を もつ 誘 因 両立 的 な 直接 メ カ ニ ズ ムF,お よび,そ れ に対 応 す るStepB'

の 競 争 均 衡 価 格 π∈∬Fを 選 択 す る。 さ らに,こ の ゲ ー ム の結 果 を(1(θ),x(の)e.θ とす る。

誘 因 両 立 的 な 顕 示 ゲ ー ム の 定 義 よ り,(1(θ),x(の)=(1(θ),!(θ)+xB(θ))と 表 され,κB

(θ)は,

m壁 ひ(1(θ)・ ノ(θ)・xB・ θ)・ub…7・xB≦ ・・(∬(θ)・/(θ)・ ・B)・[・ ・θL1・Rn

　

の 解 で あ り,さ ら に,θ=θ が,

m3xU(1,x,θ)sub.tox=f(θ)十xB,1=1(θ),ZtB≦0,π ∈jlTF
タ

の 解 と な っ て い る。

まず,び 哩Uθ 。,{F(θ)}=Ue.θ{(1(0),ノ(θ)〉}と 定 義 す る。以 下 で は,消 費 財 の価 格 体

系 と してq=π を と り,さ ら に,B(q,T)=CF+r(q)と な る よ うにTを 選 択 す る。この 結 果,

任 意 の 誘 因 両 立 的 な顕 示 ゲ ー ム の 結 果(1(θ),x(θ))が,上 の よ う に選 択 され た 許 容 可 能 な

租 税 体 系(q,T)の 結 果 と して 実現 され る こ と にな る。

さ て,あ る(1,効 ∈CFを 選 択 す る。 これ は,CFの 定 義 よ り,1=1(θ),か つ,X=ノ(θ)を

満 たす θ∈θ が 存 在 す る こ とを意 味 す る。 こ こで,茅 二∫(θ)に つ い て次 の補 題 が 成 立 す る。

補 題1.iは,問 題

maxnxsub.to(1,x)∈cF(14)

の 解 で あ る。

補 題 の 証 明 背 理 法 を用 い て 証 明 す る。 まず,薫 が 問 題(14)の 解 で な い とす る。 そ うす る と,

(1,x')∈Cへ か つ,π κ'〉ば とな る κ'が 存 在 す る こ とに な る。(1,x')∈CFで あ るの で,1=

1(θ'),か っ,xf=f(θ')と な る よ う な θ'∈eが 存 在 す る。 さ ら に,nf(θ う 〉ガ(θ)で あ る。

つ ま り,π げ(θ)-f(θ つ)<0と な る。
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・(・)一{7
.γ(b、f{(Zx).の.,

と定 義 す る。 この よ うに定 義 さ れ たTと πの下 で は,任 意 の7に つ い て

B(π,T)∩{∫=1=1(θ)}:F(θ)十r(π)

が 成 立 す る。 た だ し,B(π,T)={伝 κ)lnκ≦1-T(1)}で あ る。

この 事 実 は,Fが 誘 因 両 立 的 な 直 接 メ カ ニ ズ ム で あ る こ とに矛 盾 す る。 な ぜ な ら,上 記 の

θ の特 性 を もつ 消 費者 に注 目 し,そ の 消 費 者 のStepB'で の競 争 均 衡 で の 消 費 財 の 取 引量 を

xB(め とす る と,誘 因 両 立 的 な メ カ ニ ズ ム の 定 義 よ り,グ=δ が

m孕xU(Lx,θ)sub.tox=f(θ)+xB(θ),1=1(θ),πxB(θ)=0
　

の 解 とな っ て い な けれ ば な らな い。 この 問題 の 制 約 の 最 後 の 式 が 等 式 で成 立 す る こ とは効 用

関 数 の 狭 義 単 調 増 加性 よ り導 か れ る。 しか しなが ら,こ こ で の状 況 で は,"の 消 費者 が θ'を

申 告 した場 合,StepA*で 所 得 と消 費 財 の 組(1(θ'),ノ(θ'))=(1(9),ノ(θ'))が 与 え られ,さ

らに,StepB*に お い て,!(θ)-f(θ')+f(θ)の 消 費 財 を交 換 す れ ば,θ を申 告 した と きに

得 られ る結 果 と同 じ結 果(1(θ),f(θ)+メ(θ))を 得 るこ とが で きる。さ らに,StepB'で の

消 費 財 の 交 換 は π(!(θ)-f(θ'))<0と な っ て い るSつ ま り,aの 消 費 者 に と って,グ を報 告

す るの で は な く θ'を 報 告 す る こ と に よ って 同 じ結 果 を よ り少 な い予 算 で 実 現 す る こ とが で

き る。 これ は矛 盾 で あ る。 した が っ て,補 題1が 成 立 す る。(補 題 の 証 明終 わ り)

こ こで補 題1で の 問題(14)の 解 で のntの 値,す な わ ち,πt=げ(め の値 をV(7)と 定 義 す

る。 さ らに,任 意 の1に つ い てTを

～ 十〇◎if{(1,x)∈cF}=0

(15)

(16)

ま ず,(1,x)∈B(π,T)∩{1=1==1(θ)}と す る と,こ の(1 ,x)に つ い てnκ ≦1(9)-T(1

(θ))と な る 。Tの 定 義 よ り,こ れ は πκ≦V(1(θ))を 意 味 す る。 し た が っ て,π(x-f(∂))≦

0と な る 。(1,x)=(1(∂),f(グ)+x-f(∂))で あ る の で,(1,x)∈F(∂)+r(π)と な る 。 逆

に,(1,x)∈F(θ)+r(π)で あ る な ら ば,x=f(θ)+κB,1=1(め ,zxB≦0と な るxBが 存 在 す

る 。

鷹 一(1(θ)-T(∫(θ))=π(∫(θ)+xB)一(∬(θ)-T(1(θ)))

=πf(θ)+zxB-v(1(θ))

=πxB≦0

で あ る の で,(1,x)∈B(π,T)∩{1=1=1(の}で あ る。 したが っ て,(16)が 成 立 す る こ とに

な る。

こ こ で,(16>の 両 辺 に つ い て9に 関 して 和 を とれ ばtB(π ,T)=CF+r(π)と な る。 そ の

結 果,誘 因 両 立 的 な顕 示 ゲ ー ム の結 果(1(θ),X(θ))は,D(π,T,θ)に 属 す る こ と に な る。

さ らに,
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・∫。x(θ)d…f。 ・(θ)d・・-f,T(・(θ))加 ∫!(θ)一 ・

が 成 立 す る.ま た,(・(・),∫(・))… は生 産 可 能 性 フ ・ ンテ ・ア に属 す る の で,・ ∫。燗 伽

∫,・(・)ψ 幟 立 す ・・ この 線(・ 一・)∫。・(微 ・∫。・(・(・脚 一・とな る.し た が っ て,

(p,π,T)は(1(θ),x(θ))e。 θを結 果 と して もつ 許 容 可 能 な 租 税 体 系 で あ る。□

6線 形物品税の根拠

これまでは,許 容可能な租税体系 として線形物品税 と非線形所得税の組合わせ に注目して

考察を行ってきた。 しか しながら,租 税体系 として最初から線形の物品税に限定することは,

社会厚生を最大にす る租税体系を求めるという立場か らは,あ まりにも強い制約が課 されて

いると感 じるか もしれない。より一般的に消費財に対 しても非線形の課税 を行うことが可能

な設定で考察 を行 うべ きと考えるであろう。 ところが,以 下の考察で明らかになるように,

本稿の ような情報制約 と消費財の消費者間での交換 を許す状況では,社 会的厚生 を最大にす

る最適な租税体系を求めるという立場からは,線 形の物品税に考察の対象 を限定 しても何 ら

問題がないことになる。なぜなら,消 費財に対 しても非線形の課税を許 した租税体系の下で

競争均衡を通 じて実現される資源配分はすべて,許 容可能な線形の物品税 と非線形の所得税

によって実現することができることになるからである。以下では,こ の事実を証明 しよう。

まず,消 費財に対する非線形の課税 と非線形の所得税が存在する下での消費者の予算制約

式を

ξ(PIXI,ρ2κ2.…,ρ,x,)≦1-T(η

と表現 しよう。ξは,消 費財に対する非線形の物品税をより一般的なかたちで表 したものであ

る。ただし,各 消費者は,こ の予算制約式の下で各財の消費量 と所得(労 働供給)を 選択 し

た後 に,消 費財を消費者間で交換することができる。この消費者間の消費財の取引は政府 に

よって観察することがで きないため,課 税は行われないことになる。 この下で許容可能な完

全非線形租税体系は次のように定義 される。

定義3(許 容可能な完全非線形租税体系).次 の条件を満たす(1(p,ξ,T,π,θ),x(ρ,ξ,T,

π,0))θ。e=(1"(p,ξ,T,π,θ),κ"(p,ξ,T,π,e)+xB(p,ξ,T,π,θ))eeeが 存 在 す ると

き(p,ξ,T,π)を 許容可能な完全非線形租税体系 という。

(i)各 θ∈8に ついて,(1A(p,ξ,T,π,の,x"(p,ξ,T,π,θ)十xB(p,ξ,T,π,θ))が,

問題

maxu(i,図,θ)
1,xA,xs

sub.t・x=xA+xB,ξ(PiXぐ._,P。X:)≦1-Tの,zxB≦0,(1,x)∈ 【O,θL】×Rn

の 解 で あ る 。
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(ii)こ の(IA(p,ξ,T,π,θ),xA(p,ξ,T,π,θ)))e∈ θ は,

∫。[ξ(・,・e(・,ξ,・,・,・),…,P。X:(・,9,・,・,・ 》)

一(・i・f(・
,ξ,・,・,・)・ …+・ 。x:(P,ξ,・,・,の)】 … ∫。・(・"(・,ξ,・ ・…))dU-・

を満たす。

(・i・)さ ら に(・B(P・4・T,・,・))… は ・ ∫。xB(P,ξ,T,・,・)dU・=・ を 満 た す.

・ 定義 において,(i)は 消費者の主体均衡条件を表 し,(ii)(iii)は 市場均衡条件を表 してい

る。 この許容可能な完全非線形租税体系の結果はすべて,あ る許容可能な線形物品税 と非線

形所得税 によって実現 される。そのことを示すのが,次 の定理である。

定理3.任 意の許容可能な完全非線形租税体系の結果は,あ る線形物品税 と非線形所得税か

らなる許容可能な租税体系 によって実現 される。

証明 ここでは,任 意の許容可能な完全非線形租税体系の結果を実現する誘因両立的な顕示

ゲームが存在することを示す。具体的には,ゲ ームの結果 として許容可能な完全非線形租税

体系の結果 を導 くような誘因両立的なStepA*の 直接メカニズムを構成することができる

ことを示す。 このことが証明できれば,定 理2よ り;そ の結果 を実現する線形物品税 と非線

形所得税の組合わせによる許容可能な租税体系が存在す ることにな り,定 理の主張が証明さ

れたことになる。

まず,任 意の許容可能な完全非線形租税体系(P,ξ,T,π)を 選択 し,そ の結果 を(塑(・ ,

θ),♂(・,θ)+κB(・,θ))e.eと 表すことにする。ただ し,(・ ,θ)=(p,ξ,T,π,θ)で ある。

ここで,F:θ →[0,θL]×RnをF(θ)=(1(θ) ,!(θ)〉曹(IA(・,θ),xA(・,θ))と 定義す

る。実は,こ のFの 下で,各 θ∈θ について,∂=θ が問題P(F,π,θ)の 解 となるπ∈nFが

存在 し・さらに,・ ∫,ノ(・)・・一∫,・(鋤 となる・とを示す・とがで 滅 ・れは,結 果とし

て(IA(・,θ),κA(・,θ)+xB(・,θ 〉)を 実 現 す る誘 因 両 立 的 な 顕 示 ゲ ー ム が 存 在 す る こ と を

意 味 して い る。

まず,許 容 可 能 な 完 全 非 線 形 租 税 体 系 の 定 義 よ り,(1(θ),/(θ)+xB(・,の)=(1A(・ ,θ),

〆(・,θ)十 κβ(。,θ))が 問題

maxσ(1,♂+xB,θ)
1,xA,xB

sub,toξ(Pixf,.。.,Pnκ 歪)≦1-T(1),πxB≦0

の 解 で あ る の で,κB(・,θ 〉は,問 題

maxσ(1(θ),f(θ)+xB,θ)sub.tozxB≦O
xB

の 解 とな る・さ ら に・ ∫
。xB(・・)d・一・を満 た して い る.以 上 の 事 実 は,・ ∈∬・で あ る ・ とを

示 して い る。
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また,許 容可能な完全非線形租税体系の定義 より,ρ ∫。ノ(鋤 イ,・(・)⑳,つ まり,(・

(θ),〆(θ))θ.θが 生 産 可 能 性 フ ロ ン テ ィア に 属 す る こ と,が 満 た され るの で,あ と は,各 θ∈

　

θ に と って,θ=θ が,問 題

mpxU(Lx,θ)

θ

sub.to1呂1(θ),x冨 ノ(θ)+xB,nvB≦0

(17)

の 解 とな る こ とを示 せ ば,こ こ で の証 明 が 完 了 す る こ とに な る。

定 理1の 証 明 で行 った 手 続 き と同様 の 手続 き に した が え ば,上 記 の事 実 を示 す こ とは,(1

(θ),f(θ)+xB(・,θ))が 問題

maxU(Lx,θ)1,x

sub、to(1,x)∈{cF+r(π)}∩{〔0,eLl×Rn}

(18)

の 解 で あ る こ と を 示 す こ と と 同 値 に な る。 た だ し,CF==Ue。eF(θ)で あ り,r(π)={(O,x)

∈'[0,θL]×R"17:x≦0}で あ る 。

さ ら に,

13(ξ,T,π,ρ)(轡{(∬,x)lx=xA+xB,ξ(Pixf...,ρ πκギ)≦1-T(1),πxB≦0}

と 定 義 す れ ば,定 理1と 同 様 に{CF+r(π)}⊂B(ξ,T,π,p)を 示 す こ と が で き る 。 こ の 包

含 関 係 と 許 容 可 能 な 完 全 非 線 形 租 税 体 系 の 定 義 よ り,(IA(・,θ),♂(・,θ)+κB(・tθ))が

鵯 ・ σ(Lx・ θ)・ub・t・(1・・)∈B(ξ ・.T・π・P)∩{【0・eL】 ×Rn}

の 解 で あ る の で,(1(θ),f(θ)+xB(・,θ))が 問 題(18)の 解 で あ る こ と が 示 さ れ た こ と に な

る 。 口

注

1ChampsaurandLaroque(1981)は,誘 因両 立的 メカ ニズ ム よ りも羨望 の ない配分(no-envy

allocation)の 概 念 を用 い て同様 の事 実 を示 して いる。誘因 両立性 と羨 望の な い配分 の 関係 につ い

て はChampsaurandLaroque(1981)を 参照せ よ。

2こ こで は連続体 の 消費 者 を考 えてい るので,∂ 一θの分 布 は,す べ て の消費者 に よって報 告 され た

能 力水 準の分 布 と同一視 で きる。

3対 応r:X→Yに 対 して,任 意 のx∈Xに つ い て ノ(x)∈1「(x)を 満 たす 可測 関数/:X→Yが

存在 す る とき,ノ はrの 可測 選択 で あ る とい う。

4問 題P(F,π,θ)の 定義 は,第3節 を参 照せ よ。
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